
①事 業 の 種 類

②事 業 の 規 模

③従　業　員　数

④産業廃棄物の一連
　の処理の工程

様式第二号の八（第八条の四の五関係）

(第１面)

産業廃棄物処理計画書

令和５年　6月　23日

　東京都知事　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 住　所　東京都中央区明石町８－１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　名　三機工業株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表取締役社長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 石田　博一

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 電話番号 　03-6367-7070

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条第９項の規定に基づき、産業廃棄物の減量その他
その処理に関する計画を作成したので、提出します。

事　業　場　の　名　称 三機工業株式会社

事 業 場 の 所 在 地 東京都中央区明石町８－１

計　　画　　期　　間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

当該事業場において現に行っている事業に関する事項

設備工事業

年間売上高：190,865百万円（令和5年3月期）

2,073名（令和5年3月31日時点）

建設混合廃棄物→選別→売却、再生、破砕、埋立
金属くず→選別→再生利用
ガラス陶磁器等くず→破砕→再利用
がれき類→破砕→再利用

（日本産業規格　Ａ列４番）



3.51 t 33.28 t

3.16 t 29.95 t

①現状

②計画

(第２面)

産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項

 （管理体制図）

別添「EMS実施体制図」のとおり
（このほかに施工現場ごとに現場責任者を設置している）

産業廃棄物の排出の抑制に関する事項

①現状

【前年度（令和４年度）実績】

産業廃棄物の種類  燃え殻  その他の汚泥

排　　 出　　 量

 （これまでに実施した取組）

・廃棄物の分別回収と有償売却による再資源化の推進
・簡易梱包や無梱包の推進
・端材のリサイクル推進（鉄・銅など）
・社員教育
・産業廃棄物発生抑制

②計画

【目標】

産業廃棄物の種類  燃え殻  その他の汚泥

排　　 出　　 量

 （今後実施する予定の取組）

上記の取り組みの継続と社員教育の充実

産業廃棄物の分別に関する事項

 （分別している産業廃棄物の種類及び分別に関する取組）

 （今後分別する予定の産業廃棄物の種類及び分別に関する取組）



12.20 t 83.25 t 213.56 t 3,881.49 t

10.98 t 74.93 t 192.20 t 3,493.34 t

(第２面)－２

産業廃棄物の排出の抑制に関する事項

【前年度（令和４年度）実績】

産業廃棄物の種類  廃油  廃アルカリ  廃プラスチック類  金属くず

 廃油

排　　 出　　 量

【目標】

産業廃棄物の種類  廃アルカリ  廃プラスチック類  金属くず

排　　 出　　 量



752.73 t 559.11 t 26.55 t 81.81 t

677.46 t 503.20 t 23.90 t 81.81 t

(第２面)－３

産業廃棄物の排出の抑制に関する事項

産業廃棄物の種類  ガラス陶磁器等くず  コンクリート片  石綿含有産業廃棄物

【前年度（令和４年度）実績】

 紙くず

排　　 出　　 量

 コンクリート片

【目標】

 紙くず産業廃棄物の種類  ガラス陶磁器等くず

排　　 出　　 量

 石綿含有産業廃棄物



41.42 t 1,563.06 t 43.80 t 0.56 t

41.42 t 1,563.06 t 43.80 t 0.56 t

(第２面)－４

産業廃棄物の排出の抑制に関する事項

産業廃棄物の種類  木くず  建設混合廃棄物  廃蛍光ランプ類  廃電池類

【前年度（令和４年度）実績】

産業廃棄物の種類  木くず  建設混合廃棄物

排　　 出　　 量

【目標】

 廃蛍光ランプ類  廃電池類

排　　 出　　 量



- t - t

- t - t

-           t -            t

-           t -            t

- t - t

- t - t

(第３面)

自ら行う産業廃棄物の再生利用に関する事項

①現状

【前年度（令和４年度）実績】

 （これまでに実施した取組）

産業廃棄物の種類  燃え殻  その他の汚泥

自ら再生利用を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

産業廃棄物の種類  燃え殻  その他の汚泥

自ら再生利用を行う
産 業 廃 棄 物 の 量

 （今後実施する予定の取組）

自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項

②計画

【目標】

①現状

【前年度（令和４年度）実績】

自ら中間処理により減
量した産業廃棄物の量

②計画

産業廃棄物の種類  燃え殻  その他の汚泥

【目標】

自ら熱回収を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

 （これまでに実施した取組）

産業廃棄物の種類  燃え殻  その他の汚泥

自ら熱回収を行う
産 業 廃 棄 物 の 量

自ら中間処理により減
量する産業廃棄物の量

 （今後実施する予定の取組）



- t - t - t - t

- t - t - t - t

-          t -          t -          t -          t

-          t -          t -          t -          t

- t - t - t - t

- t - t - t - t

(第３面)－２

自ら行う産業廃棄物の再生利用に関する事項

 廃プラスチック類

【前年度（令和４年度）実績】

 金属くず

産業廃棄物の種類

産業廃棄物の種類  廃油  廃アルカリ

自ら再生利用を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

 廃アルカリ  廃プラスチック類  金属くず

【目標】

自ら再生利用を行う
産 業 廃 棄 物 の 量

 廃油

自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項

 廃プラスチック類

【前年度（令和４年度）実績】

 金属くず

自ら中間処理により減
量した産業廃棄物の量

産業廃棄物の種類  廃油  廃アルカリ

【目標】

自ら熱回収を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

 廃プラスチック類  金属くず産業廃棄物の種類  廃油  廃アルカリ

自ら熱回収を行う
産 業 廃 棄 物 の 量

自ら中間処理により減
量する産業廃棄物の量



- t - t - t - t

- t - t - t - t

-          t -          t -          t -          t

-          t -          t -          t -          t

- t - t - t - t

- t - t - t - t

(第３面)－３

自ら行う産業廃棄物の再生利用に関する事項

自ら再生利用を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

産業廃棄物の種類  ガラス陶磁器等くず  コンクリート片  石綿含有産業廃棄物  紙くず

産業廃棄物の種類  ガラス陶磁器等くず

【目標】

【前年度（令和４年度）実績】

自ら再生利用を行う
産 業 廃 棄 物 の 量

 コンクリート片  石綿含有産業廃棄物  紙くず

自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項

 コンクリート片  石綿含有産業廃棄物  紙くず

【前年度（令和４年度）実績】

【目標】

自ら熱回収を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

産業廃棄物の種類  ガラス陶磁器等くず

産業廃棄物の種類

自ら中間処理により減
量した産業廃棄物の量

 紙くず

自ら熱回収を行う
産 業 廃 棄 物 の 量

 ガラス陶磁器等くず  コンクリート片  石綿含有産業廃棄物

自ら中間処理により減
量する産業廃棄物の量



- t - t - t - t

- t - t - t - t

-          t -          t -          t -          t

-          t -          t -          t -          t

- t - t - t - t

- t - t - t - t

(第３面)－４

自ら行う産業廃棄物の再生利用に関する事項

 廃蛍光ランプ類  廃電池類

 廃蛍光ランプ類

自ら再生利用を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

産業廃棄物の種類

【目標】

 木くず  建設混合廃棄物

【前年度（令和４年度）実績】

 木くず  建設混合廃棄物

 廃電池類

自ら再生利用を行う
産 業 廃 棄 物 の 量

産業廃棄物の種類

自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項

産業廃棄物の種類

【前年度（令和４年度）実績】

 木くず  建設混合廃棄物  廃蛍光ランプ類  廃電池類

自ら熱回収を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

自ら中間処理により減
量した産業廃棄物の量

産業廃棄物の種類  木くず

【目標】

 建設混合廃棄物  廃蛍光ランプ類  廃電池類

自ら熱回収を行う
産 業 廃 棄 物 の 量

自ら中間処理により減
量する産業廃棄物の量



- t - t

- t - t

3.51          t 33.28          t

優良認定処理業者
への処理委託量

3.51          t 33.28          t

再生利用業者への
処 理 委 託 量

-           t -            t

認定熱回収業者
への処理委託量

-           t -            t

認定熱回収業者以
外

の熱回収を行う業
者

-           t -            t

(第４面)

自ら行う産業廃棄物の埋立処分又は海洋投入処分に関する事項

産業廃棄物の種類  燃え殻  その他の汚泥

産業廃棄物の種類

 （これまでに実施した取組）

自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

②計画

【目標】

 燃え殻  その他の汚泥

 （今後実施する予定の取組）

自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行う

産 業 廃 棄 物 の 量

産業廃棄物の処理の委託に関する事項

①現状

【前年度（令和４年度）実績】

①現状

【前年度（令和４年度）実績】

産業廃棄物の種類  燃え殻

 （これまでに実施した取組）

 その他の汚泥

全 処 理 委 託 量



- t - t - t - t

- t - t - t - t

12.20        t 83.25        t 213.56       t 3,881.49     t

優良認定処理業者
への処理委託量

7.83         t 83.25        t 105.70       t 1,221.59     t

再生利用業者への
処 理 委 託 量

-          t -          t 213.56       t 3,881.49     t

認定熱回収業者
への処理委託量

-          t -          t -          t -          t

認定熱回収業者以
外

の熱回収を行う業
者

-          t -          t -          t -          t

(第４面)－２

自ら行う産業廃棄物の埋立処分又は海洋投入処分に関する事項

産業廃棄物の種類  廃油  廃アルカリ  廃プラスチック類

 廃プラスチック類

自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

【目標】

産業廃棄物の種類  廃油  廃アルカリ

 金属くず

自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行う

産 業 廃 棄 物 の 量

 金属くず

産業廃棄物の処理の委託に関する事項

【前年度（令和４年度）実績】

【前年度（令和４年度）実績】

 金属くず産業廃棄物の種類  廃油  廃アルカリ  廃プラスチック類

全 処 理 委 託 量



- t - t - t - t

- t - t - t - t

752.73       t 559.11       t 26.55        t 81.81        t

優良認定処理業者
への処理委託量

439.68       t 357.83       t 26.55        t 69.66        t

再生利用業者への
処 理 委 託 量

-          t -          t -          t 81.81        t

認定熱回収業者
への処理委託量

-          t -          t -          t -          t

認定熱回収業者以
外

の熱回収を行う業
者

-          t -          t -          t -          t

(第４面)－３

自ら行う産業廃棄物の埋立処分又は海洋投入処分に関する事項

【前年度（令和４年度）実績】

 ガラス陶磁器等くず  コンクリート片  石綿含有産業廃棄物  紙くず

自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

産業廃棄物の種類

【目標】

産業廃棄物の種類  ガラス陶磁器等くず  コンクリート片  石綿含有産業廃棄物  紙くず

自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行う

産 業 廃 棄 物 の 量

産業廃棄物の処理の委託に関する事項

 コンクリート片  石綿含有産業廃棄物産業廃棄物の種類

【前年度（令和４年度）実績】

全 処 理 委 託 量

 ガラス陶磁器等くず  紙くず



- t - t - t - t

- t - t - t - t

41.42        t 1,563.06     t 43.80        t 0.56         t

優良認定処理業者
への処理委託量

28.49        t 729.08       t 42.44        t -          t

再生利用業者への
処 理 委 託 量

41.42        t -          t -          t -          t

認定熱回収業者
への処理委託量

-          t -          t -          t -          t

認定熱回収業者以
外

の熱回収を行う業
者

-          t -          t -          t -          t

(第４面)－４

自ら行う産業廃棄物の埋立処分又は海洋投入処分に関する事項

【前年度（令和４年度）実績】

産業廃棄物の種類  木くず  建設混合廃棄物  廃蛍光ランプ類  廃電池類

自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

【目標】

産業廃棄物の種類  木くず  建設混合廃棄物  廃蛍光ランプ類  廃電池類

自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行う

産 業 廃 棄 物 の 量

産業廃棄物の処理の委託に関する事項

産業廃棄物の種類

【前年度（令和４年度）実績】

 木くず  建設混合廃棄物  廃蛍光ランプ類  廃電池類

全 処 理 委 託 量



3.16 t 29.95 t

優良認定処理業者
への処理委託量

3.16 t 29.95 t

再生利用業者への
処 理 委 託 量

- t - t

認定熱回収業者
への処理委託量

- t - t

認定熱回収業者以
外

の熱回収を行う業
者

- t - t

(第５面)

②計画

【目標】

 燃え殻  その他の汚泥

全 処 理 委 託 量

 （今後実施する予定の取組）

産業廃棄物の種類

※事務処理欄



10.98 t 74.93 t 192.20 t 3,493.34 t

優良認定処理業者
への処理委託量

7.05 t 74.93 t 95.13 t 1,099.43 t

再生利用業者への
処 理 委 託 量

- t - t 192.20 t 3,493.34 t

認定熱回収業者
への処理委託量

- t - t - t - t

認定熱回収業者以
外

の熱回収を行う業
者

- t - t - t - t

(第５面)－２

【目標】

産業廃棄物の種類  廃油  廃アルカリ  廃プラスチック類

全 処 理 委 託 量

 金属くず



677.46 t 503.20 t 23.90 t 81.81 t

優良認定処理業者
への処理委託量

395.71 t 322.05 t 23.90 t 62.69 t

再生利用業者への
処 理 委 託 量

- t - t - t 81.81 t

認定熱回収業者
への処理委託量

- t - t - t - t

認定熱回収業者以
外

の熱回収を行う業
者

- t - t - t - t

(第５面)－３

産業廃棄物の種類  ガラス陶磁器等くず  コンクリート片  石綿含有産業廃棄物  紙くず

【目標】

全 処 理 委 託 量



41.42 t 1,563.06 t 43.80 t 0.56 t

優良認定処理業者
への処理委託量

25.64 t 656.18 t 38.20 t - t

再生利用業者への
処 理 委 託 量

41.42 t - t - t - t

認定熱回収業者
への処理委託量

- t - t - t - t

認定熱回収業者以
外

の熱回収を行う業
者

- t - t - t - t

(第５面)－４

産業廃棄物の種類  木くず  建設混合廃棄物  廃蛍光ランプ類  廃電池類

全 処 理 委 託 量

【目標】



備考

1

2

3

4

5

6

7

(第６面)

   前年度の産業廃棄物の発生量が1,000トン以上の事業場ごとに1枚作成すること。

　 当該年度の６月30日までに提出すること。

　 「当該事業場において現に行っている事業に関する事項」の欄は、以下に従って記入すること。

(1)①欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。

(2)②欄には､製造業の場合における製造品出荷額（前年度実績）､建設業の場合における元請完成

　工事高（前年度実績）、医療機関の場合における病床数（前年度末時点）等の業種に応じ事業規

　模が分かるような前年度の実績を記入すること。

(3)④欄には、当該事業場において生ずる産業廃棄物についての発生から最終処分が終了するまで

　の一連の処理の工程（当該処理を委託する場合は、委託の内容を含む。）を記入すること。

 　「自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項」の欄には、産業廃棄物の種類ごとに、自ら中

間処理を行うに際して熱回収を行った場合における熱回収を行った産業廃棄物の量と、自ら中間

処理を行うことによって減量した量について、前年度の実績、目標及び取組を記入すること。

 　「産業廃棄物の処理の委託に関する事項」の欄には、産業廃棄物の種類ごとに、全処理委託量

を記入するほか、その内数として、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行

令第６条の11第２号に該当する者）への処理委託量、処理業者への再生利用委託量、認定熱回収

施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の３の３第１項の認定を受けた者）であ

る処理業者への焼却処理委託量及び認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者

への焼却処理委託量について、前年度実績、目標及び取組を記入すること。

 　それぞれの欄に記入すべき事項の全てを記入することができないときは、当該欄に「別紙のと

おり」と記入し、当該欄に記入すべき内容を記入した別紙を添付すること。また、産業廃棄物の

種類が３以上あるときは、前年度実績及び目標の欄に「別紙のとおり」と記入し、当該欄に記入

すべき内容を記入した別紙を添付すること。また、それぞれの欄に記入すべき事項がないときは、

「―」を記入すること。

 　※欄は記入しないこと。



管 理 部 管 理 課

業 務 部 営 業 部

工 務 部 建築設備技術１部

技 術 計 画 部 建築設備技術２部

営 業 １ 部 環 境 シ ス テ ム 課

営 業 ２ 部
管 理 課

営 業 ３ 部
営 業 部

空調衛生設計１部
建 築 設 備 技 術 部

空調衛生設計２部
環 境 シ ス テ ム 課

積 算 部

電 気 設 計 部 管 理 課

空調衛生技術１部 営 業 部 岡 山 出 張 所

空調衛生技術２部 山 口 出 張 所

空調衛生技術３部 建築設備技術１部

空調衛生技術４部 建築設備技術２部

空調衛生技術５部 環 境 シ ス テ ム 課

電 気 技 術 １ 部
管 理 課

電 気 技 術 ２ 部
営 業 部 福 島 出 張 所

電 気 技 術 ３ 部
建 築 設 備 技 術 部

営 業 部
環 境 シ ス テ ム 課

建 築 設 備 技 術 部

営 業 部 管 理 課

建 築 設 備 技 術 部 営 業 部 金 沢 出 張 所

建 築 設 備 技 術 部 建 築 設 備 技 術 部

営 業 部

建 築 設 備 技 術 部 EMS推進体制に含まれるｸﾞﾙｰﾌﾟ会社（国内の事業活動のみ）

管 理 部

業 務 部

営 業 部

設 計 １ 部

設 計 ２ 部

空調衛生技術１部

空調衛生技術２部

電 気 技 術 部

ファシリティシステム課

営 業 課

建 築 設 備 技 術 部

営 業 課

建 築 設 備 技 術 部

営 業 課

※1 松 山 出 張 所

建 築 設 備 技 術 部

機 械 シ ス テ ム 部

環 境 シ ス テ ム 課

管 理 部

業 務 部

技 術 計 画 部

営 業 部

設 計 部

空 調 衛 生 技 術 部

電 気 技 術 部

ファシリティシステム課

営 業 部

建 築 設 備 技 術 部

業 務 部

空 調 衛 生 技 術 部

電 気 技 術 部

営 業 部

建 築 設 備 技 術 部
業 務 課

機 械 シ ス テ ム 部

環 境 シ ス テ ム 課

※2

静 岡 支 店
環境エンジニアリング部

熱エンジニアリング部
豊 田 支 店

営 業 部

水エンジニアリングﾞ部

技 術 １ 部
三 河 支 店

技 術 ２ 部

業 務 管 理 部

最
高
経
営
者

（
代
表
取
締
役
社
長

）

統

括

管

理

責

任

者

三機化工建設株式会社

北 陸 支 店

機械システム開発部

環境システム開発部
関 西 支 社

省エネルギー推進部

環境エネルギー推進部

設 計 セ ン タ ー 設 計 １ 部

設 計 ２ 部

調 達 本 部 調 達 部

海 外 事 業 統 括 室

三機環境サービス株式会社建 築 設 備 事 業 本 部

営 業 統 括 本 部 営 業 開 発 部

事 業 企 画 室

食 品 機 設 室

技 術 管 理 本 部

BIM推進セン ター

品質管理センター 品 質 管 理 部

技 術 セ ン タ ー

ｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

京 都 支 店

広 報 ・ Ｉ Ｒ 部

法 務 室 法 務 部

中 国 支 店

北 海 道 支 店

ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ推進本部 サステナビリティ推進部

東 北 支 店

横 浜 支 店

大 和 管 理 部

安全衛生推進室 安 全 衛 生 推 進 部

主 査 室

情 報 シ ス テ ム 室 情 報 シ ス テ ム １ 部

情 報 シ ス テ ム ２ 部

デジタル改革推進本部 企 画 開 発 部

業 務 改 革 部

Ｃ Ｓ Ｒ 推 進 部

品 質 環 境 部

総 務 人 事 本 部 総 務 部

人 事 部

E M S 実 施 体 制 図（2023年4月1日 現在）
※1 ※2

東 京 支 社 九 州 支 店
秘 書 室

内 部 監 査 室

経 営 企 画 室 経 営 企 画 部

不 動 産 部

経 理 本 部 経 理 部

財 務 部

中 部 支 社
シ ス テ ム 部

計 画 設 計 部

機 器 設 計 部

大和プロダクトセンター 技 術 部

三機テクノセンター パ ー ソ ナ ル 研 修 室

テ ク ニ カ ル 研 修 室 関 東 支 店

R & D セ ン タ ー 研 究 開 発 推 進 部

建 築 設 備 開 発 部 千 葉 支 店

ICTソリューション開発部 茨 城 支 店

神 戸 支 店

四 国 支 店

プ ラ ン ト 設備 事業本部

ﾌｧｼﾘﾃｨｼｽﾃﾑ事業部

プロジェクトマネージメント部

コンサルティング推進部

ファシリティシステム１部

ファシリティシステム２部

ネットワークソリューション部

ﾋﾞﾙﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｿﾘｭｰｼｮﾝ部

企 画 開 発 部

機械システム事業部 ロ ジ テ ッ ク 部

制 御 技 術 部

環境システム事業部 技 術 管 理 部

ソ リ ュ ー シ ョ ン 部

エ ア ロ ウ イ ン グ 部

注１：部署名が太い実線で囲まれたものは本認証登録部署

（出張所は建設業法登録済みのみ記載、部に所属する課は記載を省略）


